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３．中心市街地の活性化の目標  

［１］日光市中心市街地活性化の目標 

活性化の基本理念のもと、基本方針を具現化するための具体的な施策に基づき中心

市街地の活性化に向けた取組みを展開するために、以下の目標を掲げる。 

 

 

 

 

・中心市街地及び周辺に位置する歴史・自然・文化資源を活用し、市民の交流の場、

街なか観光の場を整備する。 

・特に中心市街地の集客性を高めるために、「多目的ホール」、「多目的広場」、「船村徹

記念館」、「観光情報館」の整備をはじめとする音楽活動の場の提供、民間事業者が

中心となり地域のニーズに対応した買い物サービスを提供する商業施設の整備を図

ることにより、交流の場を創出する。 

・これら施設については、歩いて楽しい歩行空間を整備し、中心市街地内の回遊を促

す。さらに、鉄道会社と協力し、今市の魅力情報を発信し、鉄道を利用する観光客

等の獲得を検討する。 

    

 

 

 

 

 

・中心市街地が生活の場として再生するためには、地域特性を活かした商業サービス

の充実が必要である。本市や栃木県の農産物等の地場産品は、他都市に誇るもので

あり、これらの魅力を中心市街地の求心力として活用する。 

・安心して暮らせるまちを実現するため、福祉・子育てサービスなど、生活支援機能

を充実させるとともに、民間事業者が中心となった商業施設の整備を誘発し、中心

市街地における小売・飲食機能の強化を図る。 

目標２ 

●誰もが安心して暮らすための生活サービス・生活環境の享受と商業の活性化 

 

目標１ 

●歴史・自然・文化資源を活かしたまちづくりによる交流人口増 
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■目標の具現化に向けた主な事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①文化・交流に関連する課題 

 

・他都市に誇れる歴史関連資

源を活かした中心市街地活

性化の具体策の検討 

《中心市街地の課題》 

②商業に関する課題 

 

・中心市街地の商業環境の

改善 

 

③定住に関する課題 

 

・少子高齢化の進展への対応 

・既存ストック、市街地整備の

動きを活かした居住促進 

《中心市街地活性化の基本理念》 

《中心市街地活性化の基本方針》 

生活、歴史・文化、観光のゲートタウンづくり生活、歴史・文化、観光のゲートタウンづくり生活、歴史・文化、観光のゲートタウンづくり生活、歴史・文化、観光のゲートタウンづくり    

～歴史・文化・様々な人が織り成す“日光の顔”づくり～ 

文化・交流の促進文化・交流の促進文化・交流の促進文化・交流の促進    

～地域に継承される歴

史・自然、文化資源

を活かしたまちづく

り～ 

  

定住の促進定住の促進定住の促進定住の促進    

～地域住民が住みた

い・住み続けたくな

るまちづくり～ 

  

商業活動の促進商業活動の促進商業活動の促進商業活動の促進    

～市民生活の台所、

憩いの場となる中心

商店街づくり～ 

  

《中心市街地活性化の目標》 

（数値目標） 

②誰もが安心して暮ら②誰もが安心して暮ら②誰もが安心して暮ら②誰もが安心して暮ら

すための生活サーすための生活サーすための生活サーすための生活サー

ビス・生活環境の享ビス・生活環境の享ビス・生活環境の享ビス・生活環境の享

受と商業の活性化受と商業の活性化受と商業の活性化受と商業の活性化    

        

①歴史・自然資源等を①歴史・自然資源等を①歴史・自然資源等を①歴史・自然資源等を

活かしたまちづくり活かしたまちづくり活かしたまちづくり活かしたまちづくり

による交流人口増による交流人口増による交流人口増による交流人口増    

目標を達成するための戦略的事業 

文化・交流 

市道春日町～東町線美装化事業 

今の辻整備事業 

小倉町周辺整備・多目的広場整備事業 

小倉町周辺整備・東裏堀用水整備事業 

小倉町周辺整備・多目的ホール整備事業 

小倉町周辺整備・観光情報館整備事業 

小倉町周辺整備・屋台展示施設整備事業 

小倉町周辺整備・公衆トイレ整備事業 

小倉町周辺整備・船村徹記念館整備事業 

小倉町周辺整備・(仮)日本のこころのうたミ

ュージアム整備事業 

日光杉並木街道の保護と活用 

観光案内板・サイン整備事業 

日光杉並木街道クリーン活動 

まちなか広場整備ワークショップの開催 

JR 通りイルミネーション事業 

小倉町周辺整備事業（暮らし・にぎわい再生

事業） 

日光街道杉並木(国道 119 号)における車両

規制と歩行者空間の改善の社会実験 

街並み形成ガイドライン普及啓発事業 

定住 

東武下今市駅前広場の整備 

生活道路網の整備 

都市計画道路 3・6・1 下今市千本木線バリ

アフリー整備事業 

（仮）防災広場整備事業 

（仮）まちなか広場整備事業 

駐車場整備事業 

自転車駐車場整備事業 

日光コミュニティサイクル拠点整備事業 

公共下水道事業 

都市計画道路 3・4・15 平町東町線(主要地

方道今市氏家線、一般県道下今市停車場

線)の道路拡幅整備 

障がい者の就労支援の促進 

日光市子育て支援託児事業 

コミュニティ施設等における生活支援講座

実施 

民間の優良賃貸住宅建設支援制度の創設 

特定優良賃貸住宅制度の活用促進 

高齢者向け優良賃貸住宅制度の活用促進 

民間による高齢者優良賃貸住宅の建設 

路線バスのルート見直し事業  18 

商業 

小倉町周辺整備・商業施設整備事業 

小倉町周辺整備・たまも小路整備事業 

空き店舗対策 

プラチナホームいまいち事業 

商店街景観形成整備事業 

ショッピングプラザ日光ビルの再活用 

六斎市の開催 

全日本しもつかれコンテスト 

各町会の屋台復活事業 

しもつかれ鉄人の商標登録及び関連事業 

日光水物語事業日光天然氷販売促進戦略 

（仮）地域人材育成研究会の発足 

今市宿｢新酒と食の見本市｣ 

日光とくとく商品券事業    14 

歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量    小売年間販売額小売年間販売額小売年間販売額小売年間販売額    ((((参考参考参考参考))))中心市街地人口中心市街地人口中心市街地人口中心市街地人口    

文化・交流 

散策ルートマップ作成事業 

中心市街地散策ツアー 

日光そばまつり関連事業等 

日光美術展事業 

日光コンシェルジュ育成事業 

市民ギャラリー展示施設の整備   24 
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［２］目標年次の考え方 

本計画の計画期間は、各種事業の進捗を考慮し、平成 23 年 4 月から平成 28 年 3 月

までの 5 か年とし、その最終年度である平成 2７年度を目標年次とする。 

 

［３］数値目標の設定 

（１）「歴史・自然・文化資源を活かしたまちづくりによる交流人口増」に関する数値目標 

 

 

 

１）数値目標の指標設定の考え方 

「歴史・自然・文化資源を活かしたまちづくりによる交流人口増」の目標のもと、

本計画においては、中心市街地内の空き店舗や低未利用地を活用した文化･交流施設の

整備、年間を通してプログラム化したソフト事業の展開から、中心市街地の交流人口、

つまり、本目標の指標として歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量歩行者通行量を設定する。 

 

２）数値目標の設定の考え方 

中心市街地内の平日・休日の平均歩行者通行量は減少傾向にあり、これまでの傾向

から平成 27 年には 4,317 人と推計される。 

文化･交流施設等の整備及び、「市縁ひろば」や整備された「多目的広場」「多目的ホ

ール」を中心に年間を通したソフト事業(まち歩き、天然氷 PR、屋台まつり、新酒と

食の見本市など)を展開することにより、広域からの集客を図られ、回遊性の向上が期

待できる。 

平成 27 年度の目標数値については、現状の水準維持を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標：歩行者通行量（平日・休日の平均） 

現況数値（平成 22 年） 

5,317 人 

 

平成 27 年推計値 4,317 人 

 

目標数値（平成目標数値（平成目標数値（平成目標数値（平成 27272727 年）年）年）年）    

約約約約 5,5905,5905,5905,590 人人人人    

人人人人    

中心市街地の歩行者通行量の推移【平日・休日の平均】

5 ,8035 ,8035 ,8035 ,803

4 ,4654 ,4654 ,4654 ,465

10 ,19110 ,19110 ,19110 ,191

6 ,7536 ,7536 ,7536 ,753

4 ,3174 ,3174 ,3174 ,317

6 ,8256 ,8256 ,8256 ,825

5 ,6985 ,6985 ,6985 ,698

5 ,4035 ,4035 ,4035 ,403

5 ,4275 ,4275 ,4275 ,427

5 ,3445 ,3445 ,3445 ,344

4 ,5484 ,5484 ,5484 ,548

4 ,8024 ,8024 ,8024 ,802

5 ,0665 ,0665 ,0665 ,066

5 ,3175 ,3175 ,3175 ,317

y = 8568.1X

-0.2371

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ H２６ Ｈ２７

（人/日）

対策を講じ

ない場合

目標値（Ｈ27）

5,590人

(推計)(推計)(推計)(推計)

1,2741,2741,2741,274
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■歩行者通行量調査地点（１６地点） 

 

 

再掲Ｐ．２５ 

※上記図中の数値は平成 22 年度調査時点（平成 22 年 7 月 25 日～26 日実施）の数値であ

る。 

 

【数値目標設定の考え方】 

 ・数値目標の設定には以下のように考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年の歩行者通行量をトレンド推計 

平成 27 年の歩行者通行量 

ア）小倉町周辺整備事業による歩行者増 

イ）多目的広場・多目的ホールにおけるイベント事業に

よる歩行者増 

ウ）日光美術展事業等による歩行者増 

エ）街中散策(回遊)の充実等による歩行者増 
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ア）小倉町周辺整備事業による歩行者増                       

 

小倉町周辺整備事業では、日光市場、飲食店、記念館、多目的ホール等の商業施設・

文化施設の整備が予定されている。 

（表-1）新規施設の見込み：小倉町周辺整備・商業施設整備事業から、当該事業では

１日平均 1,537 人の利用者数が見込まれる。このうち、来街手段で徒歩と想定される

利用者は１日平均 354 人と見込まれる。 

電車による利用者も想定し、同様に（表-１）より、電車利用者１日平均 46 人を見込

む。 

次に、上記の小倉町周辺整備事業の利用者は、当該施設を利用するために、中心市街

地を行き来することから、各利用者数を２倍する。 

以上から、小倉町周辺整備事業による歩行者増を、１日平均 800 人と想定する。 

① 徒歩による利用者：１日平均 354 人×２＝１日平均 708 人 

② 電車による利用者：１日平均 46 人×２＝１日平均 92 人 

③ 上記①＋②を小倉町周辺整備事業による歩行者増とする。 

       １日平均 708 人＋１日平均 92 人＝１日平均 800 人 

 

（表―（表―（表―（表―1111））））新規施設の見込み：小倉町周辺整備・商業施設整備事業新規施設の見込み：小倉町周辺整備・商業施設整備事業新規施設の見込み：小倉町周辺整備・商業施設整備事業新規施設の見込み：小倉町周辺整備・商業施設整備事業    

施設項目 売上高予測 売上高 客単価 予測客数 

来客手段 

自動車 

(５５％) 

徒歩 

(２３％) 

自転車 

(１４％) 

バス 

(５％) 

電車 

(３％) 

日光市場 １８７.５５坪×＠２,５００千円/年･坪 ４６８,８７５千円 ２,０００円 ２３４,４３８人 １２８,９４１人 ５３,９２１人 ３２,８２１人 １１,７２２人 ７,０３３人

  ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

コンビニエンスストア ６５.５３坪×＠２,３００千円/年・坪 １５０,７１９千円 ２,５００円 ６０,２８８人 ３３,１５８人 １３,８６６人 ８,４４０人 ３,０１４人 １,８０９人

飲食店 １５４.１２坪×＠１,０００千円/年・坪 １５４,１２０千円 １,２００円 １２８,４３３人 ７０,６３８人 ２９,５４０人 １７,９８１人 ６,４２２人 ３,８５３人

  ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

記念館･ミュージアム 

＠３００人/日×３１０日×＠３００円 

その他グッズ販売、体験コーナー料金等 

の売上高を平均＠２００円/人と推計 

２７,９００千円 ５００円 ５５,８００人 ３０,６９０人 １２,８３４人 ７,８１２人 ２,７９０人 １,６７４人

多目的ホール 

施設使用料 

土日祝日：１１９日×４５,０００円 

平   日： ６３日×３５,０００円 

 

機材使用：＠５,０００円×１８２日 

来観客数：５２週×２.５日×＠１００名/日 

８,４７０千円 ＊＊＊ １３,０００人 ７,１５０人 ２,９９０人 １,８２０人 ６５０人 ３９０人

合計  ８１０,０８４千円 ＊＊＊ ４９１,９５８人 ２７０,５７７人 １１３,１５０人 ６８,８７４人 ２４,５９８人 １４,７５９人

１日平均来場者数 ８３９,１１６人÷３２０日 １,５３７人 ８４６人 ３５４人 ２１５人 ７７人 ４６人

  

※今市オアシスセンタープラザ(現ショッピングプラザ日光)来店者アンケート調査（平成 20 年 7 月の平

日、休日に中心市街地活性化協議会により実施）の交通手段の結果を、来街手段の比率として採用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 55 

イ）多目的広場におけるイベント事業による歩行者増                 

 

小倉町周辺整備事業・多目的広場、同・多目的ホールでは、年間を通してイベントが

実施される予定である。平成 27 年度は、年間 341 日を予定している。 

同イベントは、現在、中心市街地で開催している六斎市と同規模と想定しているが、

六斎市には平均約 450 人

＊1

が訪れる。その内、徒歩及び電車で訪れる割合は約 26％

＊

2

なので、450 人×26％＝約 117 人が歩行者と想定される。 

次に、六斎市の利用者は、当該イベントの場所まで中心市街地を行き来することから、

利用者数を２倍すると、117 人×2＝234 人が、六斎市による中心市街地内の歩行者

増と想定される。 

したがって、同様に約 234 人の歩行者通行量の増加を想定する。 

 

多目的広場・多目的ホールにおけるイベント事業による歩行者増：１日平均 234 人 

 

＊1 日光商工会議所調べ 

＊2 徒歩及び電車の割合は、（表―１）新規施設の見込みにおける徒歩割合、電車割合を用いている。 

 

ウ）日光美術展事業等による歩行者増                        

 

中心市街地活性化基本計画に記載されている「日光美術展事業」、「日光水物語事業日

光天然氷販売促進戦略」、「市民ギャラリー展示施設の整備」をはじめとした年間を通し

たイベント

＊3

を複数箇所で開催する。 

「日光美術展事業」、「日光水物語事業日光天然氷販売促進戦略」、「市民ギャラリー展

示施設の整備」をはじめとした年間を通したイベントによる増加分は、次のような算出

根拠となる。 

中心市街地に近接する上今市駅の「杉並木公園ギャラリー」における、平成 21 年度

の来場者数は 48 人/日（年間来場者数 17,595 人）を参考値とし、「日光美術展事業」、

「市民ギャラリー展示施設」の２施設で見込まれる来場者数は、48 人/日×2＝96 人/

日、その他のイベントにより 1 割程度の波及効果を見込み、96 人/日×1.1＝105 人/

日を見込む。 

 

次に、当該イベントの利用者は、当該イベントの場所まで中心市街地を行き来するこ

とから、利用者数を２倍すると、105 人×2＝210 人が、当該イベントによる中心市

街地内の歩行者増と想定される。 

 

日光美術展事業等による歩行者増：１日平均 210 人 

 

＊3 年間を通したイベントとして、六斎市、焼きそばまつり、屋台まつり、新酒と食の見本市を想

定している。 
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エ）街中散策(回遊)の充実等による歩行者増                        

 

中心市街地活性化基本計画に記載されている「中心市街地散策ツアー」の実施による

歩行者増として、１日平均 30 人

＊4

を見込む。 

 

＊4 平成 22年 7 月実施の散策ツアー実績を採用。 

 

 

■平成 27 年の歩行者通行量：ア）＋イ）＋ウ）＋エ)                    

 

 

ア）～エ）の結果をあわせて、平成 27 年度における歩行者通行量を以下のように設

定する。 

 

ア）１日平均 800 人 ＋ イ）１日平均 234 人 ＋ ウ）１日平均 210 人 

＋ エ）１日平均 30 人＝ 1 日平均 1,274 人 

 

 

【フォローアップの考え方】 

事業の進捗状況について毎年確認し、必要に応じて事業を促進するための措置を講じ

ていくとともに、計画期間中の中間年度である平成 25 年度の歩行者通行量により数値

目標の達成状況を検証し、必要に応じて目標達成に向けた改善措置を講じていく。また、

計画期間の最終年度終了後にも再度検証を行う。 
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（２）「誰もが安心して暮らすための生活サービス・生活環境の享受と商業の活性化」に関

する数値目標 

 

 

 

１）数値目標の指標設定の考え方 

「誰もが安心して暮らすための生活サービス・生活環境の享受と商業の活性化」の

目標のもと、本計画においては、中心市街地内の空き店舗や低未利用地を活用した物

販施設等の整備を進めることから、当該施設を中心とした小売年間販売額小売年間販売額小売年間販売額小売年間販売額の増加を設

定する。 

 

２）数値目標の設定の考え方 

中心市街地内の小売年間販売額は、減少傾向にある。今後も同傾向が続くとすると、

平成 27 年には約 2,668 百万円と推計される。物販施設等を整備することにより、

広域からの新たな購買需要を発掘するとともに、観光関連をはじめとする既存店（た

まり漬け、造り酒屋等）への波及効果が期待できる。また、プレミアム付日光とくと

く商品券と連携し、相乗効果を図る。 

平成 27 年度の目標数値については、現況数値の約 15％アップを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※商業統計上(P.16 参照)、H14 は中心市街地内の 7 商店街数の小売年間販売額を計上、H16 以降は、現

5 商店街のうち、3 商店街(住吉町商和会、小倉町商栄会、東町商店会)の小売年間販売額を計上してい

るため、H14 の小売年間販売額は、既存 3 商店街の小売年間販売額の集計値とした。 

数値目標：小売年間販売額 

現況数値（平成 21 年） 

2,896 百万円 

平成 27 年推計値 2,668 百万円  

 

目標数値（平成目標数値（平成目標数値（平成目標数値（平成 27272727 年）年）年）年）    

約約約約 3,3103,3103,3103,310 百百百百万万万万円円円円    

小売年間販売額

3,907

3,389

2,996
2,896

2,668

y =3927.4x

-0.1465

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Ｈ１４ Ｈ１６ Ｈ１９ Ｈ２１ Ｈ２７

（百万円）

641

対策を講じ

ない場合

目標値（Ｈ27）

約3,310百万円

(推計)

(推計)
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【数値目標設定の考え方】 

 ・数値目標の設定には以下のように考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）日光市場、店舗の整備に伴い増加する売上高                    

 

買物調査、まちかどアンケート調査結果から中心市街地に対するニーズに対応する新

規商業施設の小倉町周辺整備・商業施設整備事業は、「日光市場」、「店舗」、「飲食店」の

３つの施設で構成する。その中から、飲食を除く「日光市場」、「店舗」の２つを小売年

間販売額に寄与する商業施設とする。 

 

a)a)a)a)日光市場の売上高について日光市場の売上高について日光市場の売上高について日光市場の売上高について    

この業態は、生鮮品を中心とした商品構成であり、産地品直売の形態と想定します。

主に青果を主体とし、地元農業者との連携により生産者からの直接仕入れによる販売

を予定。更に、乳製品による商品構成を付加することにより、幅を持たせた売場作り

を予定する。 

売上高予測をするにあたり、表－２「小企業の経営指数（2008 年度版）」（日本政

策金融公庫総合研究所編）による数値を参考としました。 

表－２の⑧ 飲食料品小売業の全国平均で１坪当たりの年間販売額（以下「坪効率」

という）は、5,431 千円です。この数値は地域・立地の格差などは考慮されていな

いことより、一般的中心市街地での予測数値を 70％掛けとした、⑨の 3,802 千円

を算出した。 

また、表－２の⑮飲食料品、食肉、鮮魚、青果の平均坪効率は 7,165 千円。この

数値の 40％掛けとした⑲の 2,866 千円を中心市街地における予測坪効率と推定。

この２数値を平均すると、下記の通りとなる。 

（3,802 千円＋2,866 千円）÷2＝3,334 千円 

更に事業の安全性を高く見るために、売上高予測の単位根拠とする坪効率を 75％

掛けると、 

3,334 3,334 3,334 3,334 千円千円千円千円    ××××    75757575％％％％    ≒≒≒≒    約約約約 2,500 2,500 2,500 2,500 千円／年・坪千円／年・坪千円／年・坪千円／年・坪となる。 

本来、この坪効率での営業は健全なものであるとは言いがたい数値だが、出店者の

損益分岐点はクリアするものと考えられることから、この数値を日光市場での年間予

測売上高とする。 

【結論】 

187.55 187.55 187.55 187.55 坪坪坪坪    ××××    ＠＠＠＠2,500 2,500 2,500 2,500 千円／年・坪千円／年・坪千円／年・坪千円／年・坪    ＝＝＝＝    468,875 468,875 468,875 468,875 千円千円千円千円    

平成 27 年の小売年間販売額をトレンド推計 

平成 27 年の小売年間販売額 

ア）日光市場、店舗の整備に伴い増加する売上高 

イ）観光関連をはじめとする既存店への波及効果 
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b)b)b)b)    店舗ゾーン（コンビニエンスストア）の売上高について店舗ゾーン（コンビニエンスストア）の売上高について店舗ゾーン（コンビニエンスストア）の売上高について店舗ゾーン（コンビニエンスストア）の売上高について（参考）（参考）（参考）（参考）    

 店舗ゾーンには、コンビニエンスストアが移設されることから、売上高の推計には

含めない。参考に想定される売上高を示す。 

 

店舗ゾーンは、表－２の⑧平均坪効率（コンビニエンスストア）の 5,811 千円の

40％掛けとした⑨の 2,324 2,324 2,324 2,324 千円、約千円、約千円、約千円、約 2,300 2,300 2,300 2,300 千円千円千円千円を算出。今市中心市街地にある既存

コンビニエンスストアの売上高は、約 1 億 5 千万円/年であることから、現状維持を

想定する。 

 

【結論】 

65.53 65.53 65.53 65.53 坪坪坪坪    ××××    2,300 2,300 2,300 2,300 千円千円千円千円    ＝＝＝＝    150,719 150,719 150,719 150,719 千円千円千円千円    

 

 以上の日光市場、店舗の物品販売業の予測売上高合計日光市場、店舗の物品販売業の予測売上高合計日光市場、店舗の物品販売業の予測売上高合計日光市場、店舗の物品販売業の予測売上高合計は下記の通りとなる。 

   

468,875 468,875 468,875 468,875 千円千円千円千円（約（約（約（約4444億億億億6666千万円）千万円）千万円）千万円）    

    

（表―（表―（表―（表―2222））））小企業の経営指数（小企業の経営指数（小企業の経営指数（小企業の経営指数（2008200820082008 年度版）」（日本政策金融公庫総合研究所編）年度版）」（日本政策金融公庫総合研究所編）年度版）」（日本政策金融公庫総合研究所編）年度版）」（日本政策金融公庫総合研究所編）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※上記の小企業の経営指数は、大分類（①～⑬）、中分類（⑭～⑲）で整理されている。前頁の売上高

の考え方では、「ａ）日光市場の売上高について」は大分類と中分類の平均をとっており、「b）店舗

ゾーンの売上高について」は最も当てはまる大分類の「コンビニエンスストア」を用いている。 

 

※ 

※ 



 60 

（表―（表―（表―（表―3333）平成）平成）平成）平成 16161616 年度商業統計表産業編市区町村表及び立地環境特性別統計編（小売業）年度商業統計表産業編市区町村表及び立地環境特性別統計編（小売業）年度商業統計表産業編市区町村表及び立地環境特性別統計編（小売業）年度商業統計表産業編市区町村表及び立地環境特性別統計編（小売業）    

経済産業省経済産業政策局調査統計部編経済産業省経済産業政策局調査統計部編経済産業省経済産業政策局調査統計部編経済産業省経済産業政策局調査統計部編    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）観光関連をはじめとする既存店への波及効果                    

 

「歴史・自然・文化資源を活かしたまちづくりによる交流人口増」に関する数値目標

において、年間を通したイベント等のプログラム化により、歩行者通行量を約 234 人

／日 増と設定している。 

これをもとに、観光関連をはじめとする既存店の波及効果を設定する。    

 

a)a)a)a)年間歩行者数（増加分）年間歩行者数（増加分）年間歩行者数（増加分）年間歩行者数（増加分）    

年間を通したイベント等のプログラム化により、平成 27 年度までに達成する歩行

者通行量（年間）を、以下のように設定する。 

 

234234234234 人／日人／日人／日人／日    ××××    341341341341 日＝日＝日＝日＝    79,79479,79479,79479,794 人／年人／年人／年人／年    

 

ｂｂｂｂ))))日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）    

2008 年度における「旅行・観光消費動向調査（観光庁）」結果より、非購入者を

含めた日帰り旅行（国内）の消費単価を以下のように設定する。 

 

中心市街地の既存業種に該当する中心市街地の既存業種に該当する中心市街地の既存業種に該当する中心市街地の既存業種に該当する費目の合計費目の合計費目の合計費目の合計    

（（（（923+495+439+149+63+46+20+23+10923+495+439+149+63+46+20+23+10923+495+439+149+63+46+20+23+10923+495+439+149+63+46+20+23+10）＝）＝）＝）＝2,1682,1682,1682,168 円円円円    

（※下表の黄色部分の合計） 
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■日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価）日帰り旅行における業種別の消費単価（非購入者を含めた単価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：旅行・観光消費動向調査（観光庁）/2008 年度結果より抜粋 

 

ｃｃｃｃ)))) 観光関連をはじめとする既存店への波及効果観光関連をはじめとする既存店への波及効果観光関連をはじめとする既存店への波及効果観光関連をはじめとする既存店への波及効果    

a) ｂ)より、平成 27 年度までに観光関連をはじめとする既存店への波及効果を以下

のように設定する。 

 

79,79479,79479,79479,794 人／年人／年人／年人／年    ××××2,1682,1682,1682,168 円円円円    ＝＝＝＝    172,993,392172,993,392172,993,392172,993,392 円／年円／年円／年円／年 

 

■平成 27 年度における小売年間販売額：ア）＋イ）                      

 

１、２の結果をあわせて、平成 27 年度における小売年間販売額の増加分を以下のよ

うに設定する。 

 

ア）ア）ア）ア）468468468468,,,,875,000875,000875,000875,000 円円円円    ＋＋＋＋    イ）イ）イ）イ）172,993,392172,993,392172,993,392172,993,392 円円円円        

＝＝＝＝    641,868,392641,868,392641,868,392641,868,392 円円円円    ≒≒≒≒    641641641641 百万円百万円百万円百万円 

 

 

 

【フォローアップの考え方】 

事業の進捗状況について毎年確認し、必要に応じて事業を促進するための措置を講じ

ていくとともに、計画期間中の中間年度である平成 25 年度の小売年間販売額（商業統

計調査）により数値目標の達成状況を検証し、必要に応じて目標達成に向けた改善措置

を講じていく。また、計画期間の最終年度終了後にも再度検証を行う。 

 

（単位：円）

日帰り旅行（国内）日帰り旅行（国内）日帰り旅行（国内）日帰り旅行（国内）

費目   　　       旅行形態 全体 個人旅行 パック･団体

食事・喫茶･飲酒 1,775 1,958 771

農産物（野菜･果物・花など） 229 215 306

農産加工品（ジャム･ソーセージ･茶葉など） 125 113 191

水産物（鮮魚･魚介類など） 183 139 423

水産加工品（干物･練製品など） 205 153 494

菓子類 923 818 1,497

お弁当･飲料等その他食料品 495 502 453

繊維製品（衣料品・帽子･ハンカチ等） 439 460 327

靴・カバン類 149 104 394

陶磁器・ガラス製品 63 63 64

絵はがき・本・雑誌など 46 46 45

木製の小物・家具・和紙など 20 21 17

医薬品・化粧品・歯磨・シャンプーなど 23 24 20

フィルム 10 8 22

電気製品・電池 5 5 5

カメラ・時計・眼鏡 37 27 90

その他の製造品（文具・玩具など） 93 94 86
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（３）参考：中心市街地の将来人口 

１）数値目標の指標設定の考え方 

「誰もが安心して暮らすための生活サービス・生活環境の享受と商業の活性化」の

目標のもと、本計画においては、民間の優良賃貸住宅建設支援制度の創設や特定優良

賃貸住宅制度の活用促進等により、民間住宅の建設促進を図る。 

よって、本目標の指標として、中心市街地の居住人口中心市街地の居住人口中心市街地の居住人口中心市街地の居住人口を設定する。 

 

２）数値目標の設定の考え方 

中心市街地内の人口は減少傾向が続いており、少子高齢化も進展している。このこ

とから、子育てファミリー世帯や高齢者世帯を中心とした世帯層向けの住宅を、民間

活力を誘導して供給促進することにより、人口減少の歯止めをかける。 

平成 27 年度の目標数値については、約 5,880 人とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【数値目標設定の考え方】 

・数値目標の設定は以下のように考える。 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 21年の中心市街地における人口 

  6,223 人（平成 21年 10 月 1 日現在、住民基本台帳） 

 

ア）過去からの傾向が続いた場合の増減                    

現況数値（平成 21 年） 

6,223 人 

平成 27 年推計値 5,741 人  

 

目標数値（平成目標数値（平成目標数値（平成目標数値（平成 27272727 年）年）年）年）    

約約約約 5,8805,8805,8805,880 人人人人    

平成 21 年の中心市街地における人口 

ア）過去からの傾向が続いた場合の増減 

イ）今回の取組みにより増加する人口 

平成 27 年の中心市街地における人口 

 
中心市街地人口

5,741

6,223

6,564
6,856

7,149

y = 7246.8e-0.0137x

R2 = 0.9964

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２７

（人/日）

対策を講じ

ない場合 

目標値（Ｈ27） 

約 5,880 人 

※住民基本台帳（各年 10 月 1日） 
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  右図の指数近似式より推計 

  H27＝5,741 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再掲Ｐ．６２ 

イ）今回の取組みにより増加する人口                     

民間の優良賃貸住宅建設支援制度の創設や特定優良賃貸住宅制度の活用促進に

より、家族世帯（夫婦＋子供）：3 人/世帯の誘導を図る。 

 

計画期間内において、土地区画整理事業完了区域内の未利用地を想定して、

15 戸×4 棟＝60 戸の民間住宅の建設促進を図る。 

45 戸（世帯）×3 人/世帯＝135 人 

 

※参考）平成 21 年 10 月現在の中心市街地の世帯数は、2,501 世帯より、世

帯当たり人員は、6,223÷2,501＝約 2.49 人/世帯となる。 

■平成 27 年の中心市街地における人口：ア）＋イ）                   

      ア）ア）ア）ア）5,7415,7415,7415,741    ＋＋＋＋    イ）イ）イ）イ）135135135135    ＝＝＝＝    5,8765,8765,8765,876 人人人人    ≒≒≒≒    5,8805,8805,8805,880 人人人人    

    

    

【フォローアップの考え方】 

事業の進捗状況について毎年確認し、必要に応じて事業を促進するための措置を講じ

ていくとともに、計画期間中の中間年度である平成 25 年度の住民基本台帳人口（10

月）により数値目標の達成状況を検証し、必要に応じて目標達成に向けた改善措置を講

じていく。また、計画期間の最終年度終了後にも再度検証を行う。 

    

中心市街地人口

5,741

6,223

6,564
6,856

7,149

y = 7246.8e-0.0137x

R2 = 0.9964
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Ｈ１１ Ｈ１４ Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２７

（人/日）


